（別紙様式１：規模拡大支援事業の場合）
　　年　　月　　日
いしかわ里山づくり推進協議会長　様

所在地
名称
代表者職・氏名

○○年度　農業参入支援事業（規模拡大支援事業）の交付申請書
　標記事業を下記のとおり実施したいので、補助金○○○,○○○円を交付されたく、農業参入支援事業実施要領第３の規定により関係書類を添えて申請します。

記

１　事業の目的
　　例）〇〇地域における耕作放棄地の解消及び未然防止に向けた規模拡大
２　事業の内容
	営農類型
	規模拡大計画面積（ha）
	単価（千円）
	小計（千円）

	主穀作
	
	
	

	露地野菜・果樹
	
	
	

	施設園芸
	
	※初期投資額を記入
	※左記の1/2を記入

	合計
	
	
	


 ※金額は千円未満切り捨てとする。
３　事業計画書

　　　別紙のとおり

※　以下の書類を添付すること
□規模拡大を行う農地が所在する市町における以下の書類
①認定農業者の場合は、農業経営改善計画認定書（認定前の場合は案）の写し
②認定新規就農者は、青年等就農計画認定書（認定前の場合は案）の写し

③集落営農の場合は規約の写し、構成員名簿の写し、共同販売経理を確認できる書類（通帳の
写し、総会資料の写し（決算書類等）等）、市町が農業経営を営む法人となることを確実と
見込む根拠書類の写し（経営所得安定対策実施要綱様式の写し等）
④特定農業法人又は特定農業団体は、特定農用地利用規程認定書の写し及び当該特定農用地利用
規定の写し

□法人の場合は定款又は寄付行為の写し
□過去３期分の決算報告書、青色申告決算書、収支内訳書、総会資料の写しなど収支及び財務状況の分かる書類
※貸借対照表、損益計算書、製造原価報告書、販売費及び一般管理費の内訳、利益処分計算書等
　□規模拡大を行う農地をエリアに含む地域計画の写し
□県内担い手型の場合は、規模拡大を行う農地において、直近で交付申請者が耕作していないことがわかる資料（前年産の水稲共済細目書等）

　□その他参考となる資料
（別紙様式第１【別紙】：規模拡大支援事業の場合）
農業参入支援事業（規模拡大支援事業）事業計画書
Ⅰ　申請者及び連絡担当者
	１．申請者

	
	 事業者名（フリガナ）：
代表者職・氏名（フリガナ）：
 住　　所：〒
 電話番号：
 公式HP,SNS等（あれば）：

	
	資本金
(出資金)
	　　　　　　　　　千円
	従業員
	　　　　　　　　　人

	
	主たる
業　種
	
	設立年月日

個人の場合は生年月日
	　　年   　月    日

	２．連絡担当者

	
	職・氏名（フリガナ）：
住　　所：〒
 電話番号：
 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：


　Ⅱ　事業内容
	１．農業経営の現状、地域の状況、事業目標

※「農業経営の現状」は経営の特徴、農産物・商品の特徴、強み等を記載。
※「地域の状況」は事業実施地域の荒廃農地の状況等を記載。

※「事業目標」は、具体的な地名や数値（「○○集落で○○ha規模拡大」等）を交えて、目標年度及び目標年度における規模拡大地域での自社の農業経営の概要を記載



	２．市町、地域等との連携状況

※規模拡大地域をエリアに含む地域計画への位置づけ、規模拡大地域のある市町における農業経営改善計画の認定状況又は予定、地域との役割分担、周辺農用地における農業への影響の有無等を記載



	３．事業内容

（１）農業経営に関する現状及び目標
現状（R○）

目標（R○）

目標/現状（％）

経営耕地面積(ha)

（２）経営品目別の作付面積（現状）
（３）規模拡大（予定）農地のうち、担い手不在農地の一覧　　　別表のとおり
※事業要件となっているため、該当する農地をすべて記載する。
※担い手不在農地・・・地域計画において１0年後の受け手が未定又は白紙となっている農地、又は１年以内に既存の担い手の離農や経営耕地面積の縮小等により受け手が不在となることが確実と見込まれる農地


規模拡大農地のうち、担い手不在農地の一覧（様式例）
	No.
	地番
	面積（㎡）
（不明な場合は面積省略可）

	例
	　○○郡○○町○○
	000,000

	1
	　
	　

	2
	　
	　

	3
	　
	　

	4
	　
	　

	5
	　
	　

	6
	　
	　

	7
	　
	　

	8
	　
	　

	9
	　
	　

	10
	　
	　

	11
	　
	　

	12
	　
	　

	13
	　
	　

	14
	　
	　

	15
	　
	　

	16
	　
	　

	17
	　
	　

	18
	　
	　

	19
	　
	　

	20
	　
	　

	21
	　
	　

	22
	　
	　

	23
	　
	　

	24
	　
	　

	25
	　
	　

	26
	　
	　

	27
	　
	　

	28
	　
	　

	29
	　
	　

	30
	　
	　


この様式は例であり、記載されている項目が分かれば、本様式を使用しなくてもかまいません。
※担い手不在農地・・・地域計画において１0年後の受け手が未定又は白紙となっている農地、又は１年以内に既存の担い手の離農や経営耕地面積の縮小等により受け手が不在となることが確実と見込まれる農地
（別紙様式１：新規参入チャレンジ支援事業の場合）
　　年　　月　　日
いしかわ里山づくり推進協議会長　様

所在地
名称
代表者職・氏名

○○年度　農業参入支援事業（新規参入チャレンジ支援事業）交付申請書
　標記事業を下記のとおり実施したいので、補助金○○○,○○○円を交付されたく、農業参入支援事業実施要領第３の規定により関係書類を添えて申請します。

記

１　事業の目的
　　例）耕作放棄地の解消及び未然防止を目的とした新規参入に向けた試験栽培

２　事業の内容及び計画
別紙のとおり
３　経費の配分及び負担区分
	区　分
	補助事業に
要する経費
（A+B）
	負担区分
	補助率
	備考

	
	
	補助金
（A）
	その他
（B）
	
	

	新規参入チャレンジ支援事業
	円
	円
	円
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


※補助金は千円単位とし、千円未満は切り捨てとする。
４　事業の完了予定年月日
５　収支予算
（１）収入の部

	区　分
	本年度
予算額
	前年度
予算額
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	１　補助金
２　その他
	円
	円
	円
	円
	

	合　計
	
	
	
	
	


（２）支出の部

	区　分
	本年度
予算額
	前年度
予算額
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	新規参入チャレンジ支援事業
	円
	円
	円
	円
	

	合　計
	
	
	
	
	


※　以下の書類を添付すること
□定款又は寄付行為の写し
□履歴事項全部証明書
□過去３期分の決算報告書

※貸借対照表、損益計算書、製造原価報告書、販売費及び一般管理費の内訳、利益処分計算書等

□農地等の売買契約書、賃貸借契約書又は使用貸借契約書の写し
□試験栽培農地（新規参入予定）のある市町における農業経営改善計画認定書（認定前の場合は案）の写し
　□試験栽培農地（新規参入予定）をエリアに含む地域計画の写し
　□その他参考となる資料
（別紙様式第１【別紙】：新規参入チャレンジ支援事業の場合）
農業参入支援事業（新規参入チャレンジ支援事業）事業計画書
Ⅰ　申請者及び連絡担当者
	１．申請者

	
	 事業者名（フリガナ）：
代表者職・氏名（フリガナ）：
 住　　所：〒
 電話番号：
 公式HP,SNS等（あれば）：

	
	資本金
(出資金)
	　　　　　　　　　千円
	従業員
	　　　　　　　　　人

	
	主たる
業　種
	
	設立年月日

個人の場合は生年月日
	　　年   　月    日

	２．連絡担当者

	
	職・氏名（フリガナ）：
住　　所：〒
 電話番号：
 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：


Ⅱ　事業内容
	１．石川県に農業参入する理由（経緯等）


	２．本事業で活用する農地等（所有地又は借入地）の取得の状況又は見込み
（１）所在地：
（２）面積(ha)：
（３）土地の利用権の種類：

	３．現在の農業経営の状況
※経営の特徴、農産物・商品の特徴、強み等を記載

	４．市町、地域等との連携状況

※試験栽培農地（参入予定農地）をエリアに含む地域計画への位置づけ又は予定、農業経営改善計画の認定状況又は予定、地域との役割分担、周辺農用地における農業への影響の有無等を記載


Ⅲ　営農計画
	１．栽培品目
（１）営農類型（該当する□にレ印をしてください。）

□稲作　□麦類作　□雑穀・いも類・豆類 □工芸農作物　□露地野菜

　　□施設野菜　□果樹類　□花き・花木□複合経営 □その他（　　　）

（２）具体的品目

	２．農業経営の規模拡大に関する現状及び目標
試験初年度（R○）

（２年度目(R○)）

参入年度（R〇）

経営耕地面積(ha)




（別紙様式２）
農業機構第　　　　　号

年　　月　　日
いしかわ里山づくり推進協議会長　様

公益財団法人いしかわ農業総合支援機構　理事長　　　
○○年度　農業参入支援事業（〇〇支援事業）の交付申請について（副申）
※〇〇支援事業の○○には規模拡大又は新規参入チャレンジを記入

標記について、交付申請者から提出された下記の交付申請について、その内容を農業参入支援事業実施要領第４の観点により審査し、適正であることを確認したので同要領第３の１（２）の規定により交付決定していただきたく副申します。
記
　　＜交付申請額内訳表＞
	
	申請者名
	交付申請
年 月 日
	営農類型
	交付決定
見込面積
(ha)
	交付申請額
（円）

	例
	　農地　護
	R00.00.00
	主穀作
	00.00
	000,000

	1
	　
	
	
	　
	　

	2
	　
	
	
	　
	　

	3
	　
	
	
	　
	　

	4
	　
	
	
	　
	　

	5
	　
	
	
	　
	　

	6
	　
	
	
	　
	　

	7
	　
	
	
	　
	　

	8
	　
	
	
	　
	　

	9
	　
	
	
	　
	　

	10
	　
	
	
	　
	　

	11
	　
	
	
	　
	　

	12
	　
	
	
	　
	　

	13
	　
	
	
	　
	　

	14
	　
	
	
	　
	　

	15
	　
	
	
	　
	　

	
	合　　　計
	
	


※一の交付申請者が複数の営農類型で申請する場合にあっては二段書きとすること
※関係書類として、委員会の審査結果を添付すること。

（別紙様式３：規模拡大支援事業の場合）
里推協第　　　　　号

年　　月　　日

　様

いしかわ里山づくり推進協議会長　　　
〇〇年度　農業参入支援事業（規模拡大支援事業）交付決定通知書
〇〇年〇〇月○○日付け○○○○で申請のあった○○年度農業参入支援事業（規模拡大支援事業）については、次のとおり交付することに決定したので、農業参入支援事業実施要領（以下「要領」という。）第３の３の規定により通知する。
１　 補助金の交付の対象となる事業（以下「事業」という。）は、要領第２に定める事業であり、その内容は〇〇年〇〇月○○日○○○○で申請のあった○○年度農業参入支援事業（規模拡大支援事業）の交付申請書記載のとおりである。
２　補助金の額は次のとおりである。ただし、事業の内容が変更された場合において、補助金の額が変更されるときは、別に通知するところによるものとする。 
補助金予定額　金○○○，○○○，○○○円
※ただし、実際の交付額は毎年の規模拡大の状況に応じて決定される。
３ 交付に係る条件
（１）事業内容の変更、中止又は廃止をする場合においては、要領第３の２の規定により、協議会の承認を受けなければならない。
（２）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに協議会に報告してその指示を受けなければならない。

（３）協議会は、補助事業者が次の各号に該当するときは、補助金の減額又は事業の中止若しくは廃止をすることができる。

①　補助金を交付決定通知等において定められた用途以外に使用している、又は適正かつ効率的な使用に努めていないと認めるとき。

②　補助事業者が、補助金に関して、不正、事務手続きの遅延、その他不適当な行為をしたとき。
③　補助事業者が、要領第７において定められた事業遂行状況の報告を行わないとき。
④　補助事業者が、要領第８に規定するＩＮＡＴＯの指示に基づく是正措置を行っていないと認めるとき。
⑤　補助事業者が、要領第11の規定による額の確定通知のあった日から５年を経過した日までに、著しく事業を縮小し、休止し、又は廃止したとき。
⑥　その他協議会が必要と認めるとき。
（４）協議会は、要領第３又は第９の規定により補助金の減額、又は事業を中止若しくは廃止したときは、補助事業者に対し補助金の全部又は一部を期限を定めて返還させることができる。

（５）補助金の交付については、規模拡大の状況に応じ、協議会が別に交付時期、交付額を定めるものとする。

（６）その他、補助事業者は、本要領に従わなければならない。

（別紙様式３：新規参入チャレンジ支援事業の場合）
里推協第　　　　　号

年　　月　　日

　様

いしかわ里山づくり推進協議会長　　　
〇〇年度　農業参入支援事業（新規参入チャレンジ支援事業）交付決定通知書
〇〇年〇〇月○○日付け○○○○で申請のあった○○年度農業参入支援事業（新規参入チャレンジ支援事業）については、次のとおり交付することに決定したので、農業参入支援事業実施要領（以下「要領」という。）第３の３の規定により通知する。
１　 補助金の交付の対象となる事業（以下「事業」という。）は、要領第２に定める事業であり、その内容は〇〇年〇〇月○○日○○○○で申請のあった○○年度農業参入支援事業（新規参入チャレンジ支援事業）の交付申請書記載のとおりである。
２　事業に要する経費及び補助金の額は次のとおりである。ただし、事業の内容が変更された場合において、事業に要する経費又は補助金の額が変更されるときは、別に通知するところによるものとする。 
事業に要する経費　金○○○，○○○，○○○円
補助金予定額　金○○○，○○○，○○○円
３ 交付に係る条件
（１）事業内容の変更、中止又は廃止をする場合においては、要領第３の２の規定により、協議会の承認を受けなければならない。

（２）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに協議会に報告してその指示を受けなければならない。

（３）協議会は、補助事業者が次の各号に該当するときは、補助金の減額又は事業の中止若しくは廃止をすることができる。

①　補助金を交付決定通知等において定められた用途以外に使用している、又は適正かつ効率的な使用に努めていないと認めるとき。

②　補助事業者が、補助金に関して、不正、事務手続きの遅延、その他不適当な行為をしたとき。
③　補助事業者が、要領第７において定められた事業遂行状況の報告を行わないとき。
④　補助事業者が、要領第８に規定するＩＮＡＴＯの指示に基づく是正措置を行っていないと認めるとき。
⑤　その他協議会が必要と認めるとき。
（４）協議会は、要領第３又は第９の規定により補助金の減額、又は事業を中止若しくは廃止したときは、補助事業者に対し補助金の全部又は一部を期限を定めて返還させることができる。

（５）その他、補助事業者は、本要領に従わなければならない。

（別紙様式４：規模拡大支援事業の変更交付申請書）
　　年　　月　　日
いしかわ里山づくり推進協議会長　様

所在地
名称
代表者職・氏名

○○年度　農業参入支援事業（規模拡大支援事業）変更交付申請書
　○○年○○月○○日付け○○○○をもって補助金の交付決定通知のあった事業について、下記のとおり変更したいので、農業参入支援事業実施要領第３の２の規定に基づき申請します。

記
１　変更の理由
２　変更の内容

	営農類型
	規模拡大計画面積（ha）
	単価（千円）
	小計（千円）

	主穀作
	
	
	

	露地野菜・果樹
	
	
	

	施設園芸
	
	※初期投資額を記入
	※左記の1/2を記入

	合計
	
	
	


※変更部分を二段書きとし、変更前を括弧書で上段に記載すること。

※金額は千円未満切り捨てとする。
３　事業計画書及び添付書類
　　　別添のとおり

※交付申請書に添付したもののうち、変更があったものに限り添付すること（交付申請時以降変更のない場合は省略できる。）。
（別紙様式４：新規参入チャレンジ支援事業の変更交付申請書）
　　年　　月　　日
いしかわ里山づくり推進協議会長　様

所在地
名称
代表者職・氏名

○○年度　農業参入支援事業（新規参入チャレンジ支援事業）変更交付申請書
　○○年○○月○○日付け○○○○をもって補助金の交付決定通知のあった事業について、下記のとおり変更したいので、農業参入支援事業実施要領第３の２の規定に基づき申請します。

記
１　変更の理由
２　事業の内容及び計画
別紙のとおり
３　経費の配分及び負担区分
	区　分
	補助事業に
要する経費
（A+B）
	負担区分
	補助率
	備考

	
	
	補助金
（A）
	その他
（B）
	
	

	新規参入チャレンジ支援事業
	円
	円
	円
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


※補助金は千円単位とし、千円未満は切り捨てとする。
４　事業の完了予定年月日
５　収支予算
（１）収入の部

	区　分
	本年度
予算額
	前年度
予算額
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	１　補助金
２　その他
	円
	円
	円
	円
	


	合　計
	
	
	
	
	


（２）支出の部

	区　分
	本年度
予算額
	前年度
予算額
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	新規参入チャレンジ支援事業
	円
	円
	円
	円
	

	合　計
	
	
	
	
	


（注）１　変更部分を二段書きとし、変更前を括弧書で上段に記載すること。 

２　事業計画書及び添付書類については、交付申請書に添付したもののうち、変更があったものに限り添付すること（交付申請時以降変更のない場合は省略できる。）。

（別紙様式４－２：中止、廃止承認申請書）
　　年　　月　　日
いしかわ里山づくり推進協議会長　様

所在地
名称
代表者職・氏名


○○年度　農業参入支援事業（〇〇支援事業）の　　　　　承認申請書
※〇〇支援事業の○○には規模拡大又は新規参入チャレンジを記入

　○○年○○月○○日付け○○○○をもって補助金の交付決定通知のあった事業につい

て、下記のとおり　　　　　したいので、農業参入支援事業実施要領第３の２の規定に
基づき申請します。

記

１　　　　　の理由

２　　　　　の期日
　　　　　年　月　日（予定）

（別紙様式５）
農業機構第　　　　　号

年　　月　　日
いしかわ里山づくり推進協議会長　様

公益財団法人いしかわ農業総合支援機構　理事長　　　
○○年度　農業参入支援事業（〇〇支援事業）の変更交付申請等について（副申）
※〇〇支援事業の○○には規模拡大又は新規参入チャレンジを記入

標記について、交付申請者から提出された下記の申請について、適正であることを確認したので農業参入支援事業実施要領第３の２（２）の規定により承認していただきますよう副申します。
記
　　＜変更交付等申請内訳表＞

	
	申請者名
	変更交付等
申請年月日
	営農類型
	交付決定
見込面積
（ha）
	交　付
申請額
(円)A
	既交付
決定額
（円）B
	今回追加（一部取消）額
（円）A-B=C

	例
	（変更交付申請の場合）
	R00.00.00
	（主穀作）
露地野菜
	(10.00)
5.00 
	000,000
	000,000
	000,000

	例
	（中止・廃止の場合）
	R00.00.00
	（主穀作）
	（5.00） 
	000,000
	000,000
	中止（廃止）

	1
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　　　計
	
	
	
	


※一の交付申請者が複数の営農類型で申請する場合にあっては二段書きとすること
※「営農類型」「交付決定見込面積」については、補助金の交付決定により通知された事業の内容を容易に比較対照できるように変更部分を二段書きとし、変更前を括弧書で上段に記載すること。

（別紙様式６）
里推協第　　　　　号

年　　月　　日

　様

いしかわ里山づくり推進協議会長　　　

○○年度　農業参入支援事業（〇〇支援事業）　　　　　　決定通知書
※〇〇支援事業の○○には規模拡大又は新規参入チャレンジを記入

〇〇年〇〇月○○日付け○○○○で交付を決定した○○年度農業参入支援事業（〇〇支援事業）については、〇〇年〇〇月○○日付け○○○○の申請に基づき、決定の内容

を次のとおり　　　　することに決定したので、農業参入支援事業実施要領第３の３
の規定により通知する。
（別紙様式７）
　　年　　月　　日

いしかわ里山づくり推進協議会長　様

所在地
名称
代表者職・氏名

○○年度　農業参入支援事業（〇〇支援事業）支払請求書

※〇〇支援事業の○○には規模拡大又は新規参入チャレンジを記入

　〇〇年〇〇月〇〇日付〇〇〇〇号により交付決定の通知があった事業について、農業参入支援事業実施要領第６の規定に基づき、補助金の請求をしたいので、下記により交付されたく申請します。
記
１　請求額　　　　金　　　　　　　　円
（既受領額　　　金　　　　　　　　円）
２　添付書類
・参入農地一覧（規模拡大支援事業のみ）
・事業遂行状況報告書（別紙様式９）（規模拡大支援事業のみ）
・支出の根拠書類（契約書、領収書等）（規模拡大支援事業の施設園芸に係る補助金及び新規参入チャレンジ支援事業のみ）

３　振込先
金融機関名　　 

預金種別　　　当座　・　普通
口座番号
口座名義人
規模拡大農地一覧（様式例）
	No.
	地番
	面積（㎡）
	作目等栽培状況
（該当に〇）

	例
	　○○郡○○町○○
	000,000
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	1
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	2
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	3
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	4
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	5
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	6
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	7
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	8
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	9
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	10
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	11
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	12
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	13
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	14
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	15
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	16
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	17
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	18
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	19
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	20
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	21
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	22
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	23
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	24
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	25
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	26
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	27
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	28
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	29
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）

	30
	　
	　
	（ 主穀作 ・ 露地野菜 ・ 果樹 ）


この様式は例であり、記載されている項目が分かれば、本様式を使用しなくてもかまいません。
中間管理機構を経由しない農地がある場合（売買等）は、それを証明する書類を添付してください。例:３条許可書、登記事項証明書、特定農作業受委託契約書等
（別紙様式８）
農業機構第　　　　　号　

　　年　　月　　日　

いしかわ里山づくり推進協議会長　様
公益財団法人いしかわ農業総合支援機構　理事長　　　
○○年度　農業参入支援事業（規模拡大支援事業）支払請求書（進達）

標記について、補助事業者から提出された支払請求書について、適正であることを確認したので下記のとおり進達する。
記
　　＜支払請求額内訳表＞

	事業区分
	補　　助
事業者名
	支払請求
年 月 日
	交　付
決定額
	支　払
請求額
	振込先

	
	
	
	
	
	金　融
機関名
	預金
種別
	口座
番号
	口　座
名義人

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	　
	
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	
	　
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	
	
	


※事業区分については、規模拡大支援事業の場合は「規」、新規参入チャレンジ支援事業の場合は「新」を記入してください。
※預金種別については、当座又は普通を記入してください。
（別紙様式９）
年　　月　　日

いしかわ里山づくり推進協議会長　様

所在地
名称
代表者職・氏名

○○年度　農業参入支援事業（規模拡大支援事業）
事業遂行状況報告書（〇年度目）

○○年○○月○○日付け○○○○をもって補助金の交付決定通知のあった事業について、農業参入支援事業実施要領第７の規定に基づき、その遂行状況を下記のとおり報告します。
記
１　計画期間
　○○年○○月○○日　～○○年○○月○○日（採択：〇〇年度）

２　経営概況

	
	事　業
実施前
(R〇)
	初年
度目
(R〇)
	２年
度目
(R〇)
	３年
度目
(R〇)
	４年
度目
(R〇)
	最終
年度
(R〇)
	備考

	経営耕地面積（ha）
	
	
	
	
	
	
	

	規模拡大面積(ha)
	
	
	
	
	
	
	


　　※規模拡大面積は、本事業の補助金交付対象となった面積を年度ごとに記載する。
３　今後の見通し（計画との乖離等改善を要する事項等について今後の計画を記載）
４　添付書類（事業内容の審査のため、外部の専門家に提供することがある。）
　□当該年度の決算報告書、青色申告決算書、収支内訳書、総会資料の写しなど収支及び財務状況の分かる書類（農業経営全体）

※貸借対照表、損益計算書、製造原価報告書、販売費及び一般管理費の内訳、利益処分計算書等
（別紙様式10）
農業機構第　　　　　号　

　　年　　月　　日　

いしかわ里山づくり推進協議会長　様
公益財団法人いしかわ農業総合支援機構　理事長　　　
○○年度　農業参入支援事業（規模拡大支援事業）事業遂行状況報告書（進達）

標記について、補助事業者から提出された事業遂行状況報告書について、適正であることを確認したので下記のとおり進達する。
記
　　＜事業遂行状況内訳表＞

	
	補　　助
事業者名
	交付決定
年 月 日
	規模拡大面積（ha）

	
	
	
	1年度目
（R○）
	2年度目
（R○）
	3年度目
（R○）
	4年度目
（R○）
	5年度目
（R○）
	目標
(R○)

	例
	農地　護
	R0.00.00
	10.1(R8)
	11.3(R9)
	12.5(R10)
	13.7(R11)
	15.0(R12)
	15.0(R12)

	1
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	
	
	
	

	13
	
	
	
	
	
	
	
	

	14
	
	
	
	
	
	
	
	

	15
	
	
	
	
	
	
	
	


※規模拡大面積は、本事業の補助金交付対象となった面積を年度ごとに記載する。
（別紙様式11：規模拡大支援事業の場合）
　　年　　月　　日

いしかわ里山づくり推進協議会長　様

所在地
名称
代表者職・氏名

農業参入支援事業（規模拡大支援事業）実績報告書

○○年○○月○○日付け○○○○をもって補助金の交付決定通知のあった事業について、交付決定通知の内容に従い実施したので、農業参入支援事業実施要領第10の規定により、その実績を報告する。 

記
１　実施期間

　○○年○○月○○日　～○○年○○月○○日（採択：〇〇年度）

２　実施結果及び成果の概要

　　例）○haについて支援を受け、地域の耕作放棄地の未然防止につながった。

３　これまでの規模拡大面積

	
	事　業
実施前
(R〇)
	初年
度目
(R〇)
	２年
度目
(R〇)
	３年
度目
(R〇)
	４年
度目
(R〇)
	最終
年度
(R〇)
	備考

	経営面積（ha）
	
	
	
	
	
	
	

	規模拡大面積（ha）
	
	
	
	
	
	
	


　　※規模拡大面積は、本事業の補助金交付対象となった面積を年度ごとに記載する。
４　今後の見通し

５　添付書類

　□当該年度の決算報告書、青色申告決算書、収支内訳書、総会資料の写しなど収支及び財務状況の分かる書類（農業経営全体）

※貸借対照表、損益計算書、製造原価報告書、販売費及び一般管理費の内訳、利益処分計算書等
（別紙様式11：新規参入チャレンジ支援事業の場合）
　　年　　月　　日

いしかわ里山づくり推進協議会長　様

所在地
名称
代表者職・氏名

農業参入支援事業（新規参入チャレンジ支援事業）実績報告書

○○年○○月○○日付け○○○○をもって補助金の交付決定通知のあった事業について、交付決定通知の内容に従い実施したので、農業参入支援事業実施要領第10の規定により、その実績を報告する。 

また、併せて精算額として補助金○○○円の交付を請求する。
記
１　実施期間

　○○年○○月○○日　～○○年○○月○○日

２　実施結果及び成果の概要
例）試験栽培区の収量は000kg/10aと、生産拠点である○○県における平均収量000kg/10aに対して3％の減となったが、目標収量000kg/10aに対しては10%の増を達成した。試験栽培区の生産費は○○円/10aと、生産拠点の生産費並みに抑えることができ、十分採算がとれると見込まれる。
３　経費の配分及び負担区分
	区　分
	補助事業に
要する経費
（A+B）
	負担区分
	補助率
	備考

	
	
	補助金
（A）
	その他
（B）
	
	

	新規参入チャレンジ支援事業
	円
	円
	円
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


４　収支決算
（１）収入の部

	区　分
	本年度
決算額
	本年度
予算額
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	１　補助金
２　その他
	円
	円
	円
	円
	

	合　計
	
	
	
	
	


（２）支出の部

	区　分
	本年度
決算額
	本年度
予算額
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	新規参入チャレンジ支援事業
	円
	円
	円
	円
	

	合　計
	
	
	
	
	


５　今後の見通し

例）本年度は天候に恵まれた中での結果だったため、更にもう１作の試作を経て参入を判断したい。

（別紙様式12）
農業機構第　　　　　号　　
　　年　　月　　日

いしかわ里山づくり推進協議会長　様
公益財団法人いしかわ農業総合支援機構　理事長　　　
農業参入支援事業（〇〇支援事業）実績報告書（副申）

※〇〇支援事業の○○には規模拡大又は新規参入チャレンジを記入

標記について、補助事業者から提出された事業実績報告書について、適正であることを確認したので、下記のとおり承認していただきたく副申する。
記
　　＜実績報告額内訳表＞

	
	補助事業者名
	実績報告年月日
	交付決定額
	補助金所要額

	1
	　
	
	　
	

	2
	　
	
	　
	

	3
	　
	
	　
	

	4
	　
	
	　
	

	5
	　
	
	　
	

	6
	　
	
	　
	

	7
	　
	
	　
	

	8
	　
	
	　
	

	9
	　
	
	　
	

	10
	　
	
	　
	

	11
	　
	
	　
	

	12
	　
	
	　
	

	13
	　
	
	　
	

	14
	　
	
	　
	

	15
	　
	
	　
	

	
	　
	
	　
	

	
	合　　　計
	
	


（別紙様式第13）
里推協第　　　　　号

年　　月　　日

　様
　　　　　　　　　　　　　　

いしかわ里山づくり推進協議会長　　

農業参入支援事業（○○支援事業）額の確定通知書

※〇〇支援事業の○○には規模拡大又は新規参入チャレンジを記入

　〇〇年〇〇月〇〇日付け〇〇〇〇で交付を決定した〇〇年度農業参入支援事業（○○支援事業）については、〇〇年〇〇月〇〇日付け〇〇〇〇農業参入支援事業（〇〇支援事業）実績報告書に基づき、交付額を金〇〇〇，〇〇〇円に確定したので通知します。
（別紙様式第14）
里推協第　　　　　号

年　　月　　日

　様
　　　　　　　　　　　　　　

いしかわ里山づくり推進協議会長　　

農業参入支援事業（○○支援事業）返還通知書

※〇〇支援事業の○○には規模拡大又は新規参入チャレンジを記入

〇〇年〇〇月〇〇日付け〇〇〇〇で交付を決定した○○年度農業参入支援事業（○○支援事業）については、下記の理由に基づき、補助金の返還を決定したので通知します。

記

１　補助金の額　　　　　　　　金〇〇〇,〇〇〇,〇〇〇円

２　補助金の返還額　　　　　　金〇〇〇,〇〇〇,〇〇〇円

　３　補助金返還の理由
４　補助金返還に係る条件
補助金返還については、〇〇年〇〇月〇〇日までに下記口座に振り込みにより支払うこと。
５　償還金振込口座
　　　　金融機関名

　　　　預金種別

　　　　口座番号

　　　　口座名

（別紙様式第15）
　　年　　月　　日

いしかわ里山づくり推進協議会長　様

所在地
名称
代表者職・氏名

農業参入支援事業（〇〇支援事業）承継承認申請書

※〇〇支援事業の○○には規模拡大又は新規参入チャレンジを記入

　○○年○○月○○日付け○○○○をもって補助金の交付決定通知のあった事業について、次のとおり補助金の交付決定を受けた事業者の地位を承継したいので、農業参入支援事業実施要領第14の規定により申請します。なお、本申請書及び添付書類に記載の事項は、事実に相違ありません。
１　被承継事業者（譲渡側）
所在地：
名称：
代表者職・氏名：

　　　

２　承継を必要とする理由

３　承継の予定年月日

　　〇〇年〇〇月〇〇日

４　承継予定事業者（後継者）
所在地：
名称：
代表者職・氏名：

５　添付書類の目録（承継を証する書類）

（別紙様式16）
農業機構第　　　　　号　

　　年　　月　　日　

いしかわ里山づくり推進協議会長　様
公益財団法人いしかわ農業総合支援機構　理事長　　　
農業参入支援事業（〇〇支援事業）承継承認申請書（進達）

標記について、補助金の交付決定を受けた事業者の地位を承継したい者から提出された承継承認申請書について、適正であることを確認したので別添のとおり進達する。
（別紙様式第17：規模拡大支援事業の場合）

里推協構第　　　　　号

年　　月　　日

　様
　　　　　　　　　　　　　

いしかわ里山づくり推進協議会長　　

農業参入支援事業（規模拡大支援事業）承継承認通知書

〇〇年〇〇月〇〇日付け〇〇〇〇で交付を決定した○○年度農業参入支援事業（規模拡大支援事業）については、○○年〇〇月〇〇日付け○○○○で申請のあった承継承認申請書に基づき、補助金の交付決定を受けた事業者の地位の承継を承認したので通知します。

記

１　承継事業者（後継者）
所在地：
名称：
代表者職・氏名：

２　被承継事業者（譲渡側）
所在地：
名称：
代表者職・氏名：

３　その他

（１）事業内容の変更、中止又は廃止をする場合においては、農業参入支援事業実施要領（以下「要領」という。）第３の２の規定により、協議会の承認を受けなければならない。

（２）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに協議会に報告してその指示を受けなければならない。

（３）協議会は、承継事業者が次の各号に該当するときは、補助金の減額又は事業の中止若しくは廃止することができる。

①　補助金を交付決定通知等において定められた用途以外に使用している、又は適正かつ効率的な使用に努めていないと認めるとき。

②　補助金に関して、不正、事務手続きの遅延、その他不適当な行為をしたとき。
③　要領第７において定められた事業遂行状況の報告を行わないとき。
④　要領第８に規定するＩＮＡＴＯの指示に基づく是正措置を行っていないと認めるとき。
⑤　要領第11の規定による額の確定通知のあった日から５年を経過した日までに、著しく事業を縮小し、休止し、又は廃止したとき
⑥　その他協議会が必要と認めるとき。
（４）協議会は、要領第３又は第９の規定により補助金の減額、又は事業を中止若しくは廃止したときは、承継事業者に対し補助金の全部又は一部を期限を定めて返還させることができる。

（５）補助金の交付については、規模拡大の状況に応じ、協議会が別に交付時期、交付額を定めるものとする。

（６）その他、承継事業者は、本要領に従わなければならない。
（別紙様式第17：新規参入チャレンジ支援事業の場合）

里推協構第　　　　　号

年　　月　　日

　様
　　　　　　　　　　　　　

いしかわ里山づくり推進協議会長　　

農業参入支援事業（新規参入チャレンジ支援事業）承継承認通知書

〇〇年〇〇月〇〇日付け〇〇〇〇で交付を決定した○○年度農業参入支援事業（新規参入チャレンジ支援事業）については、○○年〇〇月〇〇日付け○○○○で申請のあった承継承認申請書に基づき、補助金の交付決定を受けた事業者の地位の承継を承認したので通知します。

記

１　承継事業者（後継者）

所在地：
名称：
代表者職・氏名：

２　被承継事業者（譲渡側）

所在地：
名称：
代表者職・氏名：

３　その他

（１）事業内容の変更、中止又は廃止をする場合においては、農業参入支援事業実施要領（以下「要領」という。）第３の規定により、協議会の承認を受けなければならない。

（２）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに協議会に報告してその指示を受けなければならない。

（３）協議会は、承継事業者が次の各号に該当するときは、補助金の減額又は事業の中止若しくは廃止することができる。

①　補助金を交付決定通知等において定められた用途以外に使用している、又は適正かつ効率的な使用に努めていないと認めるとき。

②　補助金に関して、不正、事務手続きの遅延、その他不適当な行為をしたとき。
③　要領第７において定められた事業遂行状況の報告を行わないとき。
④　要領第８に規定するＩＮＡＴＯの指示に基づく是正措置を行っていないと認めるとき。
⑤　その他協議会が必要と認めるとき。
（４）協議会は、要領第３又は第９の規定により補助金の減額、又は事業を中止若しくは廃止したときは、承継事業者に対し補助金の全部又は一部を期限を定めて返還させることができる。

（５）その他、承継事業者は、本要領に従わなければならない。
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